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令和 7年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

高齢者福祉課
担当名: 介護人材担当

内線: 3232 (単位：千円)
会計

S41 介護人材確保促進事業費 一般会
計

民生費 社会福
祉費

項
老人福祉費 介護保険制度推進事業費

番号 事業名

事 業
期 間

平成26年度～ 根 拠
法 令

なし

款

針路 03
令和 7年度 分野施策 0302

１　事業の概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

3,4,8,9,10,17
4-4,8-5,8-8,9-1

　介護未従事者等を対象とした介護事業所への就労支援
及び優良介護事業所の認証などにより介護人材の確保を
図る。

ア　介護人材確保総合推進事業　　　　　 　 △56千円
エ　市町村による介護人材確保支援事業 　△5,237千円

（１）事業内容
　　ア　介護人材確保総合推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  100,342千円
　　　　介護未従事者等を対象としたポータルサイトの運営、職場体験の実施、介護助手を希望する者等
　　　　への入門的研修及び就労支援の実施
  　イ　優良介護事業所認証事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    1,342千円
　　　　人材育成等について優れた取組を行っている介護事業所を認証
　　ウ　潜在介護職員届出システム事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  8,250千円
　　　　国のシステムを活用し、離職した介護職員に対し復職するための就職情報の提供などを実施
　　エ　市町村による介護人材確保支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 20,001千円
　　　　市町村が実施する入門的研修の実施からマッチングまでの一体的事業の経費の一部を補助
　　　　介護人材確保対策市町村連絡会議の実施

（２）事業計画
　　ア　介護事業所への就労　440人
　　イ　優良介護事業所の認証
　　ウ　随時登録受付及び情報提供
　　エ  介護事業所への就労　110人

（３）事業効果
　　　事業の実施により介護人材の確保が促進される。
　　　【活動指標(アウトプット)】研修及びマッチングの実施(ア：事業参加1,250人)
　　　【成果指標(アウトカム)】　介護事業所への就労550人 (ア：440人、エ：110人)
　
（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携事業
　　　埼玉県老人福祉施設協議会などの関係団体と連携して事業を推進する。

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×1.0人=9,500千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額繰 入 金

決定額 △5,293 △5,293

現計額 135,228 134,990 238

― 福祉部 41 ―

介護・医療体制の充実

0 129,935

介護人材の確保・定着対策の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 56千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

繰入金・ △56 ―
地域医療介護総合確保基金繰入金

合計 △56 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

委託料 △56 ― 委託料の執行が当初の見込みを下回ったことによる減

合計 △56 ―

単位事業名 予算額 △ 5,237千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

繰入金・ △5,237 ―
地域医療介護総合確保基金繰入金

合計 △5,237 ―

　

主な内容

事業内訳書

介護人材確保促進事業費

介護人材確保総合推進事業

主な内容

主な内容

市町村による介護人材確保支援事業



 

 

単位事業名 予算額 △ 5,237千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △5 ― 事務費等の節減による減

需用費 0 ―

役務費 0 ―

使用料及び賃借料 0 ―

負担金、補助及び交付金 △5,232 ― 補助申請額が当初の見込を下回ったことによる減

合計 △5,237 ―

市町村による介護人材確保支援事業

主な内容


